
　創立70年を超える老舗LPガス事業者である清水燃料株式会社は、固形燃料（石
炭、薪、練炭など）の販売から始まり、灯油などの取り扱いと共にLPガスの販売を
開始した。同社は「私たちはエネルギーのサービスを通じて地域社会に貢献しま
す」をスローガンとし、西多摩エリア全域と隣接する埼玉県・山梨県の一部を供給
エリアとする。東京都の中核充填所に認定されており、直近では、青梅市の小中学
校11箇所に導入された災害用バルク非常発電機へカーボン・オフセットLPガスを
供給するなど、環境と防災の両面で地域を支えている。

清水燃料株式会社

　清水 大氏（代表取締役）は、「山間部を含む遠隔地への検針業務の移動時間とコス
トの負担、担当者の高齢化と人手不足が大きな課題であり、この危機感がLPWAの
導入を後押しした」と話す。
　同社はこれまで5回の補助金を活用してLPWAを導入し、設置率は98%に。その結
果、検針にかかる費用は、単純計算で1件あたり年間約32,000円から1,000円程度ま
で削減された。機器の設置は、配線加工が不要で設置時間の短い矢崎エナジーシス
テム社製を採用。ガス配送閑散期の夏場に配達部門の社員が行い、2ヶ月で630件の
設置を完了している。
　LPWA導入の最大の恩恵は、配送業務の劇的な合理化だった。従来、月1回の検針
に基づく予測に頼っていたが、LPWAにより週2回ガスの残量情報をシステムに取
り込み、実測に近いデータでの配送を実現。これはデータがない新規顧客や、使用
変動の大きい業務用施設（飲食店、老人ホームなど）への無駄のない配送にも有効

データを活用した配送効率化と向上した営業成績

東京都青梅市
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となった。さらに、検針時間の削減により、営業担当者が計画的に担当地域を巡回す
る機会が増え、機器などの販売売上が向上したという。保安面でも、LPWAが取得す
る流量や圧力情報によって夜間の継続使用遮断などの異常を遠隔で把握でき、緊急
時の対応が迅速化した。「未払いでガス供給停止後、支払いから再開までが早いこと
に、お客さまから驚きの声が上がった」と土佐 一樹氏（保安管理課課長）は話す。
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　清水氏は、LPWA導入を「業務のデジタル化の一環であり、DXの足がかり」と位
置づけ、データを活用した“トランスフォーメーション”を目指す。その取り組みの
一つが、請求業務のデジタル化である。同社は、高齢の顧客が多い地域特性を考慮
し、ウェブサイトへのログインが不要なSMS（ショートメール）での請求システム
を試験運用中だ。今夏を目途に本格展開が予定されており、紙での請求を減らすだ
けでなく、顧客が請求結果や情報にすぐにアクセスできる窓口としての役割も期
待されている。
　データを基盤とするLPWA導入は、事業の効率化と安全性の向上を両立させ、LP
ガス事業の持続可能性を確かなものにする強力な一歩となるだろう。

顧客に優しい請求と今後の展望
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LPWA通信システムの実態調査票（事前調査）



LPWA通信システム導入までのスケジュール


